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  木材産業課                                                                 （単位：千円） 

事 業 名 

平成26年度 

 

当初予算額 

平成26年度 

 

最終予算額 

平成27年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

 

木材産業構造改善

事業費 
268,949 1,197,960 24,722

(入)      57 

(諸)    476 
24,189

   
 
Ⅰ 林業・木材産業構造改革事業費（ 2,266千円 (一)2,266千円 ） 

１ 目的 

    競争力のある木材産地の形成と地域材の安定的な供給体制の整備等を行うために必要な調査を実施す

る。 

 

２ 内容 

木材統計調査委託料（ 2,266千円 (一)2,266千円 ） 

     ①委託内容：製材企業等の乾燥に関する施設等の現況調査及び乾燥材生産状況調査 

     ②委託先：一般社団法人高知県木材協会 

 

３ 平成26年度に実施した主な事業 

木材統計調査 

 

 
Ⅱ  商品力向上対策事業費  （ 6,808千円 (一) 6,808千円 ） 

    １ 目的 

県内で生産されるＪＡＳ製材品に、統一したロゴマークを表示して出荷することで、品質や性能が

確かな土佐材というブランドイメージの定着を図り、生産・販売量の拡大に繋げる。 

  

    ２ 内容 

   (1) 県産材ブランド化推進事業費補助金（ 6,808千円 (一) 6,808千円 ） 

   ①性能の測定や表示に係る経費 

    ア 補助先：県内のＪＡＳ認定工場 

    イ 補助額：定額 ＪＡＳ製品 1,000円/㎥ 

    ウ 補助期間：H27～29 

②ブランド材のロゴマークのデザインに係る経費 

    ア 補助先：一般社団法人高知県木材協会 

    イ 補助額：定額 

ウ 補助期間：H27 

 

３ 平成26年度に実施した主な事業 

  ・性能表示木材流通促進事業費補助金 

    性能表示木材出荷量 18,283㎥ 
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木材産業課                                                                 （単位：千円） 

 

Ⅲ 県産材加工力強化事業費（ 15,000千円 (一)15,000千円 ） 

１ 目的 

    県内製材業者の加工力の維持、増進を図り、県産材の販売拡大と地域雇用の維持を図るため、必要な

製材関連施設の導入を補助する。 

 

 ２ 内容 

    (1) 県産材加工力強化事業費補助金（ 15,000千円 (一)15,000千円 ） 

ア 補助先：県内製材業者 

イ 補助率：1/2以内 

       ウ 補助期間：H27 

 

３ 平成26年度に実施した主な事業 

     製材加工施設  7箇所 

 

 

Ⅳ 木材産業構造改善事業費事務費 （ 648千円 (一)115千円 (入)57千円 (諸)476千円） 

１ 内容 

  (1) 職員研修負担金 （12千円 (一)12千円 ） 

  (2) その他事務費 （636千円 (一)103千円 (入)57千円 (諸)476千円） 
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  木材産業課                                             （単位：千円） 

事 業 名 

平成26年度 

 

当初予算額 

平成26年度 

 

最終予算額 

平成27年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

 

県産材外商推進 

対策事業費 

 

     87,163 

 

81,959     77,487 (諸)   10     77,477

  

Ⅰ  県産材外商推進対策事業費  （ 45,345千円 (一)45,335千円 (諸)10千円 ） 

    １ 目的 

本県の豊富にある木材資源を活用するためには、県外への販路拡大が不可欠である。 

このため、市場における土佐材の知名度向上、県外工務店や木材流通業者等とのネットワーク形成などの

取り組みを通じて、販売を促進する。 

 

    ２ 内容 

   (1) 土佐の木の住まい普及推進事業費  （ 13,560 千円 (一)13,560 千円 ） 

  県外において、県産材を使用した住宅等の建築に携わる工務店等を土佐材の普及協力企業（パートナ

ー）として登録し、その普及活動を条件に、県外で建築された木造住宅等の土佐材使用量等に応じて助

成する。 

 

①土佐の木の住まい普及推進事業費補助金 

ア 補助先：県外で木の住まいの建築に携わる工務店、設計事務所、住宅関連企業等で組織する 

グループ等 

イ 補助額：定額  一般住宅等 5,000円/㎥（5㎥/戸以上使用、上限1,000千円/企業） 

          モデルハウス 15,000円/㎥（10㎥/戸以上使用） 

          県産品贈呈 3,000円以内/世帯（上限100千円/企業） 

ウ 補助条件：土佐材パートナー企業に登録すること 

                     土佐材のＰＲ活動を行うこと 

 

   (2)土佐の木販売促進事業費（ 7,969千円 (一) 7,969千円 ） 

土佐材流通促進協議会が開催する土佐材に関する商談会及び展示会などにより、｢土佐の木｣の知名度

向上と販路拡大を図る。 

 

① 土佐の木販売促進事業費補助金（ 7,969千円 (一) 7,969千円 ） 

ア 補 助 先：土佐材流通促進協議会 

イ 補 助 率：5/10以内 

ウ 補助期間：H22,H23,H24,H25,H26,H27 

 

   (3) 県産材需要拡大サポート事業委託料 （ 10,435 千円 (一)10,435 千円 ） 

① 委託内容：県内外への県産材の販売促進や経営基盤の強化等、県内企業をサポートする業務を委託

② 委 託 先：一般社団法人 高知県木材協会 
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  木材産業課                                       （単位：千円）     

 

   (4) 販売拡大拠点設置事業費 （ 7,992 千円 (一)7,992 千円 ） 

土佐材の消費地への輸送の効率化及び土佐材住宅の建築工程等に応じた配送等による土佐材の販路拡

大を図るため、消費地に流通拠点を設置する。 

 

①販売拡大拠点設置事業費補助金 

ア 補 助 先：土佐材流通促進協議会 

イ 補助対象経費：流通拠点での賃借料、土佐材の保管、管理、荷降ろし、荷捌き、配送経費、 

            流通拠点との連絡調整等に要する経費 

ウ 補 助 率：定額 

邸別：延床面積1㎡当たり980円（8万円以内/棟） 

ロット：土佐材1㎥当たり1,000円（ただし、新規拠点は2,000円） 

エ 補助期間：H22,H23,H24,H25,H26,H27 

 

   (5) 健康診断委託料 （ 4 千円 (一)4 千円 ） 

 

    (6) 事務費 （ 5,385千円 (一)5,375千円 (諸)10千円 ） 

・県内の木材業界団体と連携し、県の信用力を活用した販路開拓を実施 

・その他事業実施を推進する経費など 

 

 

３ 平成26年度に実施した主な事業 

  ・土佐の木の住まい普及推進事業 土佐材パートナー登録企業12社（累計74社）、助成実績120件 

・商談会・セミナー開催の支援  県外3回（東京都など）、県内28回（韓国、東京などから） 

・展示会開催の支援 8回（茨城県など） 

・消費地の販売拡大拠点（流通拠点）の設置 関東6、東海2、関西6、九州1 計15箇所 

・販売拡大拠点について県外企業と面談 

・商談会に参加した県外企業等への営業 

 

 

 Ⅱ 新しい木材流通拠点整備事業費（ 21,939千円 (一)21,939千円 ） 

  １ 目的 

製材品の販売拠点が、県外販売の窓口を担う体制づくりを支援する。 

 

２ 内容 

   新しい木材流通拠点整備事業費補助金（ 21,939千円 (一)21,939千円 ） 

新しい木材流通拠点である協同組合高知木材センターの土地建物賃借料や、県外販売窓口を担う体制の

構築と新物流システムの確立に係る経費等に対して助成する。 

① 補助先：協同組合高知木材センター 

② 補助率：定額（社外営業統括員の設置）、1/3以内（本社土地建物賃借料）、1/2 以内（その他）

③ 補助期間：H24～H25,H26,H27 （社外営業統括員の設置H26～H28） 

 

３ 平成26年度に実施した主な事業 

  ・高知木材センターに土地建物賃借料及び県外販売窓口を担う体制の構築に係る経費を補助 
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  木材産業課                                       （単位：千円）     

 

   (4) 販売拡大拠点設置事業費 （ 7,992 千円 (一)7,992 千円 ） 

土佐材の消費地への輸送の効率化及び土佐材住宅の建築工程等に応じた配送等による土佐材の販路拡

大を図るため、消費地に流通拠点を設置する。 

 

①販売拡大拠点設置事業費補助金 

ア 補 助 先：土佐材流通促進協議会 

イ 補助対象経費：流通拠点での賃借料、土佐材の保管、管理、荷降ろし、荷捌き、配送経費、 

            流通拠点との連絡調整等に要する経費 

ウ 補 助 率：定額 

邸別：延床面積1㎡当たり980円（8万円以内/棟） 

ロット：土佐材1㎥当たり1,000円（ただし、新規拠点は2,000円） 

エ 補助期間：H22,H23,H24,H25,H26,H27 

 

   (5) 健康診断委託料 （ 4 千円 (一)4 千円 ） 

 

    (6) 事務費 （ 5,385千円 (一)5,375千円 (諸)10千円 ） 

・県内の木材業界団体と連携し、県の信用力を活用した販路開拓を実施 

・その他事業実施を推進する経費など 

 

 

３ 平成26年度に実施した主な事業 

  ・土佐の木の住まい普及推進事業 土佐材パートナー登録企業12社（累計74社）、助成実績120件 

・商談会・セミナー開催の支援  県外3回（東京都など）、県内28回（韓国、東京などから） 

・展示会開催の支援 8回（茨城県など） 

・消費地の販売拡大拠点（流通拠点）の設置 関東6、東海2、関西6、九州1 計15箇所 

・販売拡大拠点について県外企業と面談 

・商談会に参加した県外企業等への営業 

 

 

 Ⅱ 新しい木材流通拠点整備事業費（ 21,939千円 (一)21,939千円 ） 

  １ 目的 

製材品の販売拠点が、県外販売の窓口を担う体制づくりを支援する。 

 

２ 内容 

   新しい木材流通拠点整備事業費補助金（ 21,939千円 (一)21,939千円 ） 

新しい木材流通拠点である協同組合高知木材センターの土地建物賃借料や、県外販売窓口を担う体制の

構築と新物流システムの確立に係る経費等に対して助成する。 

① 補助先：協同組合高知木材センター 

② 補助率：定額（社外営業統括員の設置）、1/3以内（本社土地建物賃借料）、1/2 以内（その他）

③ 補助期間：H24～H25,H26,H27 （社外営業統括員の設置H26～H28） 

 

３ 平成26年度に実施した主な事業 

  ・高知木材センターに土地建物賃借料及び県外販売窓口を担う体制の構築に係る経費を補助 

 

 

 

木材産業課                                       （単位：千円）      

 

Ⅲ 土佐材販売力抜本強化事業費（ 9,126千円  (-)9,126千円 ） 
 

１ 目的 

原木の増産と木材加工力の強化により増加する土佐材製品について、県外で大規模に販売するための仕組

みづくりを支援し、地産外商を拡大する。 

 

 ２ 内容 

(1) 県産材販売促進検証事業費補助金（ 9,126千円  (-)9,126千円 ） 

土佐材販売力抜本強化プロジェクトチームが中心となって行う県外での大規模取引の実現に必要な活

動に要する経費に対して助成する。 

 

①県外新規取引の開拓のためのサンプル出荷事業（ 6,750千円  (-)6,750千円 ） 

大口の県外新規取引先（プレカット工場、ハウスビルダー等）の開拓により土佐材の販売を拡大

するため、土佐材製品のサンプル出荷に要する経費に対して助成する。 

ア 補助先：協同組合高知木材センター 

イ 補助率：定額（7,500円/㎥） 

ウ 事業期間：H26～27 

 

②県外消費地への定期便輸送事業（ 2,376千円  (-)2,376千円 ） 

大型トレーラーを利用した関東地方等への定期便による共同輸送体制の構築に要する経費に対し

て助成する。 

ア 補助先：協同組合高知木材センター 

イ 補助率：定額（3,000円/㎥） 

ウ 事業期間：H27 

 

３ 平成26年度に実施した主な事業 

  ・内航船を使用した大規模出荷 1,043㎥ 

  ・製品サンプルの出荷 28社 

 

Ⅳ 県産材輸出促進事業（ 1,077千円  (-)1,077千円 ） 
 

１ 目的 

海外における木材需要や流通・販売等に関する調査等を行うとともに県内事業者の営業活動を支援し、県

産材の輸出を促進する。 

 

 ２ 内容 

県産材輸出促進事業委託料（1,077千円  (-)1,077千円 ） 

① 委託内容：韓国等における木材市場調査及び県内事業者の営業活動のサポート等 

② 委託先：独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）高知貿易情報センター 
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  木材産業課                                                                （単位：千円） 

事 業 名 

平成26年度 

 

当初予算額 

平成26年度 

 

最終予算額 

平成27年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

 

地域林業総合支援

事業費 
    10,350     10,350 10,350  10,350

 

  １ 目的 

      森林・林業を核とした地域振興に資する取組の中で、緊急性かつ事業効果の高い取組を総合的に支援する。

 

  ２ 内容 

     (1) 事業主体：市町村等、広域活動団体、林業事業体等、森林所有者（ただし、作業道整備事業に限る。）

     (2) 補 助 先：市町村等、広域活動団体及び知事が特に認めたもの 

     (3) 補 助 率：１／２以内（ただし、林業機械は1/3以内又は4/10以内。作業道整備は区分毎定額。） 

   (4) 事業の流れ 
 

市町村等 

広域活動団体 

知事が特に認めたもの 

 

林業(振興)事務所 

 

木材産業課 

 

 

 

 

 

 

（市町村等及び 

 知事が特に認めたもの） 

 

 

    

 

（広域活動団体） 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３ 平成26年度に実施した主な事業 

     (1) 木炭生産の原木調達に必要な作業道開設（室戸市） 

     (2) トラック積載型グラップル、高精度測量機器の導入（いの町） 

   (3) 森林GISシステムの導入（須崎市） 

   (4) バインダーロープ巻き取り機、デジタル対応無線機の導入（土佐清水市） 

   (5) 架線集材による皆伐研修の実施（宿毛市） 

   (6)シキミ苗の導入（土佐町） 

 

ﾋｱﾘﾝｸﾞ等の実施 

審査表の提出 

実施計画協議書の提出 

事業の実施 

事業効果の発現 

 

  

 事業計画の審査 

 事業採択（優先順位）

 予算執行の決定 

広域活動団体 

   市町村等及び知事が

    特に認めたもの 

 補助金内示 

 交付決定 

 支払等 

事業の実施 

事業効果の発現 
 補助金内示 

 交付決定 

 支払等 

（内定） 
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 木材産業課                                                                 （単位：千円） 

事 業 名 

平成26年度 

 

当初予算額 

平成26年度 

 

最終予算額 

平成27年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

 特用林産振興対策 

 事業費 
      3,404       12,404        3,395

 

 

 

       3,395

 

Ⅰ 特用林産振興推進事業費 （ 3,395千円 (一)3,395千円 ） 

１ 目的 

        特用林産の振興を推進するため、県内の需要、生産等に関する情報の収集等を実施する。 

 

２ 内容 

    (1) 特用林産物需給動態調査委託料（ 3,077千円 (一)3,077千円 ) 

      (2) 事務費（ 318千円 (一) 318千円 ） 

 

  ３ 平成26年度に実施した主な事業 

       ・特用林産物需給動態調査 
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木材産業課                                                                 （単位：千円） 

事 業 名 

平成26年度 

 

当初予算額 

平成26年度 

 

最終予算額 

平成27年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

林業・木材産業改善

資金助成事業特別会

計繰出金 

388,870 388,870 379,167  379,167

 

Ⅰ 林業・木材産業改善資金貸付事業費 （ 4,167千円 (一)4,167千円 ） 

  １ 目的 

    林業・木材産業改善資金貸付事業の貸付、償還及び債権の保全等の事業を円滑に行うための管理運営費を

一般会計から特別会計へ繰り出す。 

 

  ２ 内容 

    林業・木材産業改善資金管理運営費 4,167千円 

 

 

Ⅱ 木材産業等高度化推進資金貸付事業費  （ 375,000千円 (一)375,000千円 ） 

  １ 目的 

木材産業等高度化推進資金貸付事業の実施にあたり、預託原資を造成するために一般会計から特別会計へ

繰り出す。 

 

    ２ 内容 

木材産業等高度化推進資金預託原資（預託額の２分の１相当）    375,000千円 

 

  ３ 平成26年度に実施した主な事業 

木材産業等高度化推進資金預託原資分繰出（預託額の２分の１相当） 385,000千円 
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  木材産業課                                                                   （単位：千円） 

事 業 名 

平成26年度 

 

当初予算額 

平成26年度 

 

最終予算額 

平成27年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

林業・木材産業改善

資金貸付事業費 

（特別会計） 

     100,000  100,000       100,000
（越） 63,467 

（諸） 36,533 

 

  １ 目的 

       無利子の資金を貸し付けることにより、林業従事者等が林業経営の改善、又は木材産業経営の改善等に取り

組むことを支援する。 

 

  ２ 内容 

    林業従事者等に対する林業・木材産業改善資金の貸付業務を行う融資機関に対して、県は貸付原資を無利子

で貸し付ける。 

    ① 貸付対象者 

       森林所有者、森林組合、森林組合連合会、素材生産業者、木材製造業者、木材卸売業者、木材市場業

者等で県の貸付資格認定を受けた者 

 ② 貸付限度額 

       個人１，５００万円、会社３，０００万円、団体５，０００万円 

       ただし、木材産業に係る改善措置を実施する場合は１億円 

    ③ 償還期間 

       １０年以内（３年以内の措置期間を含む） 

    ④ 償還方法 

       均等年賦払い 

 ⑤ 貸付の仕組み 
 

              県（林業・木材産業改善資金助成事業特別会計） 

                               償還 

              貸付                           認定申請 

   資格認定              融 資 機 関 

                               償還 

              貸付 

借 受 者 

 

   

 ３ 平成26年度に実施した主な事業 

林産物の新たな生産方式の導入資金の貸付 

    ・素材生産用機械（ハーベスタ）の導入 １件 

    ・木材加工用機械（モルダー）の導入 １件 

      

     

 



74

 

 木材産業課                                                                   （単位：千円） 

事 業 名 

平成26年度 

 

当初予算額 

平成26年度 

 

最終予算額 

平成27年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

林業・木材産業改善 

資金管理運営費 

（特別会計） 

   4,747      4,747 4,866
(入) 4,167 

(諸)   699 

  

 １ 目的 

       林業・木材産業改善資金の貸付・償還及び債権の管理・保全等の事務を円滑に推進する。 

                                                                   

  ２ 内容                                                               

(1) 林業・木材産業改善資金貸付事業運営費補助金 （ 3,385千円 (入)3,385千円 ） 

         林業・木材産業改善資金を取り扱う金融機関に対して、事務経費を補助することにより円滑な融資の

      実行を図る。 

             ① 補助先     林業・木材産業改善資金取扱融資機関 

            ② 補助対象経費  融資機関における貸付事務経費、償還事務経費、債権の保全管理事務経費

        ③ 補助額     毎年度１２月末貸付金残高の１．５％ 

 

(2) 事務費 （ 1,481千円 (入)782千円  (諸)699千円 ）                                            

      平成２７年度貸付に係る貸付資格の認定、貸付審査並びに平成９年度以前に貸し付けた林業改善資 

金の延滞金に係る督促、強制執行等債権回収事務に要する経費 

 
 

 ３ 平成26年度に実施した主な事業 

   (1)貸付・償還事務経費の補助(平成１６年度以降貸付分） 

      事業主体：四国銀行、高知銀行 

      

    (2)延滞債権回収事務 面談・連絡等１４件 
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木材産業課                                                                  （単位：千円） 

事 業 名 

平成26年度 

 

当初予算額 

平成26年度 

 

最終予算額 

平成27年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

木材産業等高度化 

推進資金貸付事業

費（特別会計） 

    770,000      770,000     750,000
(入) 375,000 

 (債) 375,000 

 

 １ 目的 

      木材の生産・加工・流通の合理化、林業経営の改善を推進するため、必要な資金を金融機関に預託し、 

  低利で融資する。                                                                   

  

２ 内容                                                               

    (1) 平成２７年度 金融機関への預託額   750,000千円                     

     ４倍協調資金  預託額 47,000千円   貸付枠 188,000千円       

     ３倍協調資金  預託額 558,000千円 貸付枠 1,674,000千円      

          ２倍協調資金 預託額 145,000千円 貸付枠 290,000千円             

(2) 貸付対象者                                                        

    合理化計画又は林業経営改善計画の認定を受けた林業者、素材生産業者、 

   森林所有者、製材業者、森林組合、木材市場開設者若しくはそれらの組織 

   する団体 

    

 

    
 (3) 貸 付 利 率     ：1.30％、1.50％、1.60％ 

   (4) 貸 付 期 間     ：１年以内 

(5) 預 託 利 率     ：0.027％（平成２７年度）  

(6) 協 調 倍 率     ：２倍協調、３倍協調及び４倍協調 

(7) 金 融 機 関     ：四国銀行、農林中金高松支店、商工中金高知支店、高知銀行 

(8) 資 金 種 類     (貸付利率、貸付限度額) 

     ・合理化計画（事業経営改善計画）の認定者対象 

      ［1.60％ 1億円］ 

        →素材生産等促進資金（小規模事業体）、間伐等促進資金（小規模事業体） 

      ［1.50％ 1億円(特認2億円、4億円又は5億円)］ 

        →素材生産等促進資金、間伐等促進資金(中規模事業体) 

      ［1.30％ 1億円(特認2億円又は4億円)］ 

        →素材転換促進資金、間伐等促進資金(大規模事業体） 

     ・合理化計画（構造改善計画）の認定者対象 

      ［1.50％ 3億円］ 

        →原木確保協定促進資金 

      ［1.30％ 1億円(特認2億円)］  

        →チップ等安定供給資金、木材高度加工資金 

     ・林業経営改善計画の認定者対象 

  ［1.60％ 5千万円(特認1.5億円)］ 

        →林業経営高度化推進資金 
 

 
３ 平成26年度に実施した主な事業 

   金融機関への預託  770,000千円 
 

（参考：高度化推進資金貸付残高  41件 1,424,624千円 (H26.12末現在)） 

農林漁業信用基金

借  受  者 

金 融 機 関 

県 

貸
付 

原
資 

預
託 

貸
付 

計
画
認
定 

計
画
申
請 



 

 

  木材産業課                                                                   （単位：千円） 

事 業 名 

平成26年度 

 

当初予算額 

平成26年度 

 

最終予算額 

平成27年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

 

地方債元利償還金 

（特別会計） 
     375,758      375,758      385,758  (諸) 385,758 

 

  １ 目的 

      木材産業等高度化推進資金貸付事業に係る、独立行政法人農林漁業信用基金からの借入金の償還及び利息の

  支払を行う。 

 

 

  ２ 内容 

    (1) 借入元金償還   385,000,000円 

    (2) 借入利息支払       757,971円 

           計         385,757,971円 

 

 

 ３ 平成26年度に実施した主な事業 

    借入元金償還    375,000,000円 

    借入利息支払             0円 

        計        375,000,000円 
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  木材産業課                                                                   （単位：千円） 

事 業 名 

平成26年度 

 

当初予算額 

平成26年度 

 

最終予算額 

平成27年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

 

一般会計繰出金 

（特別会計） 
     375,758      375,758      385,758 (諸) 385,758 

 

 １ 目的 

      木材産業等高度化推進資金貸付事業に係る金融機関への預託金について、償還預託金及び納入利息のうち、

  独立行政法人農林漁業信用基金への元利償還金を差し引いた額を一般会計に繰り出す。 

 

 

 ２ 内容 

   一般会計繰出金                        385,757,970円  ［ ＝(1)＋(2)－(3) ］ 
 

      (1) 金融機関からの預託金償還金     770,000,000円 

     (2) 金融機関からの納入利息           1,515,941円 

     (3) 信用基金への元利償還金      385,757,971円 

 

 

 ３ 平成26年度に実施した主な事業 

   一般会計繰出            385,204,620円 
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